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はじめに
本稿では，競争的資金政策を契機とした諸大学にお
ける教員養成カリキュラムの特徴について明らかにす
る．分析対象とする財政支援プログラムは2005年度の
「大学・大学院における教員養成推進プログラム」と
2006年度の「資質の高い教員養成推進プログラム」で
ある．これらの通称「教員養成GP」は「実践的指導力」
の育成を諸大学がカリキュラムベースで具現化しよう
とした取組みといえる．
教員養成カリキュラムにおける「実践的指導力」は，
子どもの諸問題の発生が教育上の重要課題とされた
1970年代以降，重視されるようになった．それ以前は，
教員養成大学の目的大学化や教員免許状基準の引き上
げによる専門性の強化を目指す政策動向が主流であっ
たことから，教員養成カリキュラムにおける「実践的
指導力」の位置付けは二義的なものであったと指摘さ
れている1．1970年代になり，子どもの諸問題，日本
社会の構造的変化の影響を受けて，学校教育への変化
圧力は急激な高まりを見せた2．同時にこの年代は先
進国の教育爆発が一段落し，教師の質に対する関心が
高まり始めた時期でもあった3．以降，教員養成カリ
キュラムの方向性は「専門性強化」から「実践的指導
力の基礎」育成へと転換していくことになる．その結
果，1986年の臨教審第 2次答申では，「大学の養成に
おいては，幅広い人間性，教科・教職に必要とされる
基礎的・理論的内容と採用後必要とされる実践的指導
力の基礎に重点を置」くことが明示された．
その後の教員養成政策は，「実践的指導力」の具体
的な基準は明確にされないままに，一貫して「実践的
指導力の基礎」を養成段階に要求し続ける形となった．
この潮流は，1988年の教育職員免許法改正により免許
取得に必要とする最低修得単位数が引き上げられたこ
とからも明らかであり，「実践的指導力」の育成は免
許基準の厳密化という形で着手されるようになる．
1998年の免許基準の大幅引き上げも延長線上の動きで
あるが，これらの動きは大学独自の理念・方法にもと
づく教員養成カリキュラムの設定を困難にする状況に
おとしめたと解釈されている4．
しかしながら，「実践的指導力」の在り方については，
教育実践と結び付けて考察する必要性と体験的領域の
必要性が教員養成カリキュラムには必要であるとする
考え5や，現実への処方箋として実践力へ傾斜するこ
とは避けられないとする立場6が大勢を占めている．
2006年中教審答申「今後の教員養成・免許制度の在り
方について」に至っては，「実践的指導力の基礎」と
いうよりはむしろ「実践的指導力」そのものの育成を
推進し，「実践的指導力」重視の方向性を強化する動
きにある7．「現場での困難に直面した人々の存在と
大学教育への失望を背景にして，それを打開する役割
を付与されたマジックワード」8でもある「実践的指
導力」は，旧来の免許基準厳密化の動きのみに留まら
ず，現実に大学での教員養成カリキュラムの設計に影
響を及ぼし始めている．ただし，「養成段階における『実
践的指導力』の範囲と水準に対する一般的な合意が明
研究ノート
「教員養成GP」における実践的指導力育成を目的とした 
プログラムの類型分析
―教員養成カリキュラム多様化の萌芽として―
鈴木　学 1）＊
1 ）東北大学　高度教養教育・学生支援機構
＊）連絡先：〒980－8576　宮城県仙台市青葉区川内41　東北大学 高度教養教育・学生支援機構　manabu_szk@m.tohoku.ac.jp
─  170  ─
確ではない」9とする課題状況が存在することも事実
である．
上記の通り，長きに渡り「実践的指導力」を志向し
た教員養成の在り方が提唱されてきたが，その間教員
養成大学・学部や課程認定を受ける一般・私立大学は，
再編統合問題や免許基準の度重なる変更への対応等に
追われ，カリキュラムの充実よりも制度への適応に傾
斜せざるを得ない状態が続いた．このような状況下に
おいて，競争的資金政策の一環である「教員養成GP」
は養成段階における教員の資質向上を「水準向上」の
レベルで包括的に支援する取組みであったと捉えるこ
とができる．「教員養成GP」において，教員養成の現
場である諸大学・学部が「実践的指導力」をどのよう
に解釈し，プログラムとして実施に移したのかを分析
することは，これまで主に免許制度の括りで理解され
てきた「実践的指導力」育成に向けた教員養成カリキュ
ラムを，実践にもとづいて問い直す意味を含んでいる．
そこで本稿では，「教員養成GP」の各種プログラム
の分析から，「実践的指導力」の捉え方の違いを整理し，
それぞれの解釈に基づいた教員養成プログラムの形態
について分析を行う．これにより，「教員養成GP」を
契機とした「実践的指導力」育成のための多様な教員
養成カリキュラムが，今後どのような発展可能性を有
するのかを考察する．
1 ．競争的資金政策が果たす役割
（ 1）競争的資金政策の全体像
競争的資金政策が大学改革に与える影響とその役割
に関して，徳永は次のようにまとめている．それは，
①国の大学に対する新たなファンディング・システム，
つまり多元的できめ細かなファンディング・システム
を構成するファンディングの手段，②ファンディング
を通じて大学の機能別分化を視野に入れながら，個性
や特色の明確化を促し，各機能に応じた拠点形成を図
る手段，③大学設置基準の大綱化等の状況下で，教育・
研究のモデルを示し，社会的な期待の大きい教育研究
活動を政策的に推進していく手段になりうることの 3
点である10．
臨教審以前，日本の高等教育政策に資源を競争的に
配分するという概念は見受けられなかった．従来は，
歴史的経緯によって外生的に与えられていた人的・物
理的な教育研究条件等に依拠して資源が配分され11，
諸大学にとっては自力では覆せない硬直的な財政シス
テムであったといえる．
しかしながら，競争的資金政策が導入されることで，
硬直的な財政システムに一石が投じられた．高等教育
政策における基盤的形成助成と「競争的資源配分」の
組み合わせによる多元的なファンディング・システム
の構築により，従来までの高等教育の水準維持と今後
の各大学における独自性の追求を両立させる動きが加
速した．これら財政的支援のあり方と大学の機能別分
化に関しては，2005年「我が国の高等教育の将来像」
答申において提案された12．本答申の基本方針である
「『高等教育計画の策定と各種規制』の時代から『将来
像の提示と政策誘導』の時代へと移行」することを促
す上で，各大学の特徴を活かす適切な財政支援と大学
の機能分化促進は，相互に影響し合う取組み課題であ
ると理解できる．
加えて，競争的資金政策の副次的な効果として，大
学のガバナンスの在り方への影響も期待される．科学
研究費補助金に代表されるように，従来の研究支援は
研究者個人に対するものであったが，「COE」や「GP」
等の競争的資金は基本的に大学等の組織に配分される
ことになっている．これらの取組みは基本部局単位で
あるが，大学全体で戦略的に競争的資金の獲得に向け
て動く大学も存在する．競争的資金を通して，意志決
定が各部局単位から大学全体を巻き込んだものにな
り，部局，大学の執行部，事務方の関係性が変化し大
学運営の活性化が図られるという効果が見込まれてい
る．
競争的資金の中でも，諸大学の機能分化を実践面で
促進する役割を担うのが「GP」型事業といえる．具
体的に「GP」型事業は，大学としての組織的な教育
改革の取組みから特色ある優れた取組みを審査・選定
し，その活動を公表することで大学間共有を促す効果
があると評されている13．「GP」は研究パラダイムが
支配的な日本において教育志向への転換を促す契機と
しても意義付けられているが，同時に，教育プログラ
ムのスクラップアンドビルトを繰り返す必要性が大学
側に生じてくるとも言われている14．「GP」を契機に
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して促進される新しい取組みが，財政支援終了後に継
続できるかという点に関しては依然として課題が残さ
れているといえる．
以上から，競争的資金政策によって実施されるプロ
ジェクトは，諸大学に対して，直接的には財政補助に
よる教育研究実践の支援を行い，間接的には大学改革
の誘因やモチベーションを与える効果を発揮するもの
として位置付けられている．このような政策過程の変
化が，内容だけでなく方法も含みこんだ大学教育のカ
リキュラム改善に与えるインパクトは決して小さくな
いといえるだろう．
（ 2）「教員養成GP」の政策的位置付け
「教員養成GP」は施策目標に「大学などにおける教
育研究の質の向上」を掲げ，達成目標として「各大学
の個性・特色を踏まえた人材の育成機能を強化するた
め，大学における教育内容・方法等の改善・充実を図
る」ことを目指している．事業の対象は，教員免許状
取得のための課程認定を受けている国公私立の短期大
学，大学，大学院で，総数は約1200にのぼる．これら
の機関が行う教員養成教育の改革や高度な専門知識・
技能の修得に資する取組みに対して重点的に支援を行
うものであり，「教員養成教育に係る高度な専門性と
実践的指導力を兼ね備えた教員の養成を推進するとと
もに，現職教員の再教育の一層の充実を推進」するこ
とを目的とした事業である．加えて，教員養成教育の
改善・充実を促進し，近年の学校教育が抱えている課
題の複雑化・多様化に適切に対応可能な力量ある教員
を養成する方法を，先導的・モデル的な取組みとして
各大学へと波及させる効果を期待している．
「教員養成GP」の展開は次の通りである．2005年度
に「大学・大学院における教員養成推進プログラム」
として発足し，2006年度には「資質の高い教員養成推
進プログラム」が実施された．「教員養成GP」の名称
で実施された事業はここまでで，その後，2007年度に
は社会的ニーズの高い法曹や力量ある教員などの専門
職業人の養成を支援するという観点から，「法科大学
院等専門職大学院教育推進プログラム」と「資質の高
い教員養成推進プログラム」を発展的に解消した「専
門職大学院等教育推進プログラム」が実施されること
となった．教員養成に関するプログラムは，「専門職
大学院等教育推進プログラム」中の「大学等における
教員養成教育の充実」というテーマで行われた．そし
て2008年度以降は，「専門職大学院等における高度専
門職業人養成教育推進プログラム」内の「専門職大学
院プログラム」のひとつとして「教職大学院」のカテ
ゴリーが設定された．
（ 3）年度別「教員養成GP」の前提
2005年度に実施された「大学・大学院における教員
養成推進プログラム」（以下，2005年度「教員養成
GP」）は，大学・大学院修士課程を中心とした義務教
育段階の教員養成機関対象のプログラムである．2005
年度「教員養成GP」の審査方針「（ 4）教育職員養成
審議会答申をはじめ各種答申や提言等を十分に踏まえ
た取組であること」に係る資料として，①我が国の教
員養成について15，②義務教育の改革案16，③人間力
向上のための今後の教育の構造改革の方向性について
（第一次まとめ）抜粋17，④今後の教員養成・免許制
度の在り方について（諮問），⑤教員分野に係る大学
等の設置又は収容定員増に関する抑制方針の取扱いに
ついて（報告）の 5点が主要なものとして挙げられる．
特筆すべきは④⑤で，④は①②③を総括した内容と
なっている．具体的には教職大学院と教員免許更新制
の 2点に関して言及しており，前者については，今日
の教員に求められる専門性や指導力，教員養成全体に
おける専門職大学院の役割及び位置付け，教育内容及
び方法，専門職大学院制度の趣旨等を踏まえた具体的
な教育体制等の設計，設置形態及び整備目標，専門職
大学院の修了者の処遇等を明らかにすることを求めて
いる．後者についても，教員免許更新制の導入の意義
及び位置付け，教員免許状の授与の仕組みや更新手続
きといった教員免許更新制の具体的な制度設計，教職
課程の履修状況を十分に判断した上で教員免許状を授
与するための方策，学部段階の教職課程の改善・充実
方策，教職課程の認定に係る審査等の見直し，教員免
許状の種類の在り方，教員免許状と教員の処遇との関
係等について具体的な検討を期待する内容となってい
る．⑤に関しては，上記の 4つとは趣旨が異なってい
る．これは「今後の教員分野の抑制方針の在り方につ
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いて，人材需給見通しを含め教員養成を取り巻く昨今
の状況を見極めながら，本抑制方針の必要性」を検討
したものである．報告の結論としては，一部地域にお
いて急速に高まっている教員需要の増加に対応するた
めに，教員の抑制方針の撤廃を主張している．具体的
には，教員養成大学・学部の必要性と機能強化を求め
るとともに，今後の国の役割として「優れた資質能力
を有する教員の養成に取り組む大学への支援施策の一
層の充実を図る」ことを挙げている．
これらを背景として，2005年度「教員養成GP」は「義
務教育段階の教員養成カリキュラムの充実」をキー
ワードにプログラムが策定された．予算規模 5億 5千
万円は，教員養成の分野ではこれまでに類を見ない大
規模プロジェクトである．国公私立の大学・短期大学
から101件（国立大学55件，公立大学 3件，私立大学
39件〈短大 1件含む〉，共同 4件〈短大 1件含む〉）の
申請があり，その中から34件（国立大学20件，私立大
学12件〈短大 1件含む〉，共同 2件）が採択された．
義務教育段階という枠を設けたことからも，国立の教
員養成大学・学部が事業対象の中心には位置するもの
の，当時すでに一般大学からの採用数が過半を占めて
おり，教員免許基準に則るだけでは教員養成の質を保
持できない状況も鑑み，設置形態にとらわれず教員養
成全体の質向上をも目指していたと理解することがで
きる． 
2006年度に実施された「資質の高い教員養成推進プ
ログラム」（以下，2006年度「教員養成GP」）は，義
務教育諸学校以外の学校種（幼稚園，高等学校）の教
員養成や大学院段階における高度専門職業人としての
教員養成機能の一層の充実・強化を図る取組みを対象
としたプログラムである．2006年度「教員養成GP」
の審査方針「（ 4）『中央教育審議会答申』，『教育職員
養成審議会答申』等をはじめ各種答申や提言等を十分
に踏まえた取組であること」に係る資料として，①
2005年度選定結果について，②今後の教員養成・免許
制度の在り方について（中間報告），③新しい時代の
義務教育を創造する（答申），④子どもを取り巻く環
境の変化を踏まえた今後の幼児教育の在り方について
（答申），⑤新たな時代に向けた教員養成の改善方策に
ついて（第一次答申），⑥修士課程を積極的に活用し
た教員養成の在り方について―現職教員の再教育の推
進―（第二次答申），⑦養成と採用・研修との連携の
円滑化について（第三次答申），⑧2005年度教員養成
GP関係資料の 8点が挙げられる．
特に②は，諮問に対する中間報告であり，今後の教
員養成の在り方を直接的に規定する重要な方向性を打
ち出している．教員養成・免許制度に関する改革につ
いて，教職課程の質的水準の向上，「教職大学院」制
度の創設，教員免許更新制の導入の 3点を中心に提言
しており，学部段階で教員として必要な資質能力を確
実に身に付けさせ，大学院段階でより高度な専門性を
備えた力量ある教員を養成するという今後の教員養成
全体の方針を明確にした．加えて⑥では，主に現職教
員を対象として，修士課程，つまり大学院段階を活用
する教員養成の意義と方法を提示しており，教員養成
大学・学部の学士課程及び修士課程において教員養成
の専門教育を受ける者を対象に，学部教育と大学院教
育の 6年一貫のカリキュラム開発研究を進めていくこ
と等について提言している．さらに⑦では，教職課程
のモデルカリキュラムについて開発研究と普及を行う
ことで，教員養成の質を担保しようとする意図が述べ
られている．モデルカリキュラムは，課程認定大学が
構造的・体系的にカリキュラムを編成し，教職課程全
体を通じて計画的な教職指導を行うために必要不可欠
であるとされた．
これらの課題意識・提言を背景に，幼稚園，高等学
校の教員養成，そして大学院における教員養成のモデ
ルとなる取組みを募集することになったのが2006年度
「教員養成GP」である．予算は 9億 5千万円で，2005
年度に採択された 2年目費用を含み，その規模を維持・
継続したプログラムとなった．申請数92件中（国立大
学51件，公立大学 1件，私立大学33件〈短大12件含む〉，
共同 7件），採択数は24件（国立大学12件，公立大学
1件，私立大学 8件〈短大 2件含む〉，共同 3件）であっ
た．2006年度「教員養成GP」には，学部段階と大学
院段階での教員養成カリキュラムによって身に付けさ
せる資質能力の差異を明確にしようとする意図を汲み
取ることができる．特に上述②において，教員養成を
行う大学等関係者を中心に教員養成モデルカリキュラ
ムを推進し，国に対して実践性の高い優れた取組みへ
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の支援を求めていることからも，重点配分の対象に教
員養成大学・学部が想定されていたことは明らかであ
る．
2 ．「教員養成GP」における教員養成プログ
ラムの類型化
これら「教員養成GP」に採択された計58件の教員
養成プログラムを特徴別に分類する．分析対象は，①
プログラム選定時の申請書概要部分，②諸大学の「教
員養成GP」に関わるホームページ，③諸大学の「教
員養成GP」報告書である．また，各種プログラムの
実践を分類するにあたって，プログラムの構成要素と
してインパクトを持つ 2つの観点で整理をした．一つ
は，「教科」重視か「教職」重視かという観点である．
もう一方は，プログラムの実施フィールドとして，「大
学内」が主か「学校現場」が主かという観点である．
前者は小学校・中学校・高校の教育活動における教科
の水準の違いを反映しており，後者はプログラムを実
施する上でのリソースをどのフィールドに求めている
のかを反映している．
以上の方針で58件の事例を整理した結果，大きく 4
つのカテゴリーに分類することができた（図 1，表 1）．
各カテゴリーを本稿では，A：「実践課題対応型プロ
グラム（25件），B：「限定的資質養成型プログラム」（ 7
件），C：「教科重視型プログラム」（ 8件），D：「現場
参画型プログラム」（13件）とし，その特徴について
分析を加えていく（但し， 5件は分類不能）．
AとBのカテゴリーは，主に大学院段階における取
組みが集合する部分である（幼稚園教員養成を対象に
したA：5件を除く）．Aに属するプログラムの特徴は，
より高次な教員の専門性と実践力を育むために，学校
現場から実践的な課題を抽出し，現実的な課題に対し
て大学院の組織全体で課題解決に向けた取組みを授業
として行うというものである．学校現場の実践的かつ
現実的な課題は，授業改善方法のような「教科」重視
の課題もあれば，生徒指導の方法，学級運営の在り方
等の「教職」重視の課題もあり，協力関係を結んでい
る学校現場や大学院生の属性（現職教員・ストレート
マスター等）に影響を受けながら，その種類は多岐に
渡る．
併せて，学校現場と大学の授業を往還する形で実施
される構成であることから，座標の中心に位置付けて
いる．これを本稿では「実践課題対応型プログラム」
と規定する．
Bに属するプログラムの特徴は，既存の教員養成カ
リキュラムの体系では対応困難と考えられる学校現場
の喫緊の課題に対応するために，限定的な教員資質に
特化して専門性を高めていく点にある．例えば，昨今
の「学級崩壊」に対応する課題意識にもとづいて，学
級運営・学校経営に明るい教員を養成するプログラム
や，「不登校」等に対応するための生活・生徒指導力
を育成するプログラムが挙げられる．これらは，学部
段階で求められる必要最低限度の教員の資質能力とは
異なり，大学院段階で求められるより専門的な教員の
資質能力といえることから「限定的資質養成型プログ
ラム」とする．
対して，学部段階における取組みのカテゴリーがC
とDである．Cの特徴は免許状に関わる「教科」を重
視し，授業・教科力の育成を中心としている点にある．
これは一般・私立大学に数多く見られる「教科重視型
プログラム」である．
Dのカテゴリーは，学校現場と関わることを最大の
目的としてプログラムを構成している点が特徴であ
る．座学中心の大学内では経験できない子どもたちと
の触れ合いを重視するために，地域や学校と連携して
学校現場体験を実施するプログラムとなる．多くの場
 
 
ら実践的な課題を抽出し，現実的な課題に対して大学院
の組織全体で課題解決に向けた取組みを授業として行う
というものである．学校現場の実践的かつ現実的な課題
は，授業改善方法のような「教科」重視の課題もあれば，
生徒指導の方法，学級運営の在り方等の「教職」重視の
課題もあり，協力関係を結んでいる学校現場や大学院生
の属性（現職教員・ストレートマスター等）に影響を受
けながら，その種類は多岐に渡る． 
併せて，学校現場と大学の授業を往還する形で実施さ
れる構成であることから，座標の中心に位置付けている．
これを本稿では「実践課題対応型プログラム」と規定す
る． 
B に属するプログラムの特徴は，既存の教員養成カリ
キュラムの体系では対応困難と考えられる学校現場の喫
緊の課題に対応するために，限定的な教員資質に特化し
て専門性を高めていく点にある．例えば，昨今の「学級
崩壊」に対応する課題意識にもとづいて，学級運営・学
校経営に明るい教員を養成するプログラムや，「不登校」
等に対応するための生活・生徒指導力を育成するプログ
ラムが挙げられる．これらは，学部段階で求められる必
要最低限度の教員の資質能力とは異なり，大学院段階で
求められるより専門的な教員の資質能力といえることか
ら「限定的資質養成型プログラム」とする． 
対して，学部段階における取組みのカテゴリーがC と
Dである．Cの特徴は免許状に関わる「教科」を重視し，
授業・教科力の育成を中心としている点にある．これは
一般・私立大学に数多く見られる「教科重視型プログラ
ム」である． 
D のカテゴリーは，学校現場と関わることを最大の目
的としてプログラムを構成している点が特徴である．座
学中心の大学内では経験できない子どもたちとの触れ合
いを重視するために，地域や学校と連携して学校現場体
験を実施するプログラムとなる．多くの場合，学生は教
育補助者の立ち位置で学校現場経験を積むことになる．
学校現場への学生参画を優先させることから「現場参画
型プログラム」と位置付ける． 
 
３．各種教員養成プログラムの特徴 
新しい「実践的指導力」観として，佐久間は「学問・
学識，方法・技術，人間力」といった従来の枠組みに「状
況と対話する思考力，自分の実践を複眼的に省察する力
量」を加えた上で，今後の教員養成プログラムへの示唆
として①一人の市民として人間や世界を理解するための
幅広い教養教育，②学問の本質に触れるための専門教育，
③教育や教職を相対化し理解するための専門教育，④そ
れらを教師として生きる自分の思想として統合し，具体
的な自他の実践の事例に則して，総合的な「指導力」を
省察する専門家教育の 4 点の必要性を述べている１８．こ
れら提案を分析枠組みに，4 つの教員養成プログラムを
特徴付けていきたい． 
一つ目の「実践課題対応型プログラム」は，多種多様
な学校現場の課題そのものを大学・大学院の教員養成目
的に据えている点が最大の特徴である．それ故，協力関
係にある学校現場のニーズよって方向性が異なる．具体
的に，上越教育大学の取組み「マルチコラボレーション
による実践力の形成」では，11の実践課題に対応するプ
ログラムが構成された１９．多岐に渡る実践課題をアクシ
ョンリサーチの手法を用いて他者との協働により取組む
ことを特徴とする．他にも，宮城教育大学による「課題
解決オーダーメイド大学院プログラム」，兵庫教育大学に
よる「大学と教育現場の協働的教師教育プログラム」等，
教員養成大学によるプログラムの多くは同様の理念で実
施される傾向にある． 
 上記③④の教育を主軸にし，特に④を志向する本プロ
グラムでは，教科と教職両方のバランスの取れた専門性
と，実践事例・課題を「協働」によって省察する力量が
図１ 「教員養成GP」分類結果 1 　「教員養成GP」分類結果」
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表 1　「教員養成GP」プログラムカテゴリー分類表
2005年度 2006年度
A
［1］【共】筑波大学（第二学群・教育学研究科）他
［2］【共】昭和女子大学（人間文化学部・人間社会学部・生活科学部）他
［4］宮城教育大学（教育学部）
［5］秋田大学（教育文化学部・教育学研究科）
［6］宇都宮大学（教育学部・教育学研究科）
［7］千葉大学（教育学部・教育学研究科）
［10］上越教育大学（学校教育学部・学校教育研究科）
［11］福井大学（教育地域科学部・教育学研究科）
［13］京都教育大学（教育学部・教育学研究科・特殊教育特別専攻科）
［14］大阪教育大学（教育学研究科）
［15］兵庫教育大学（学校教育研究科）
［17］和歌山大学（教育学部・教育学研究科）
［19］広島大学（教育学部・教育学研究科）
［22］宮崎大学（教育文化学部）
［1］【共】東京学芸大学（教育学部）他
［2］【共】岡山大学（教育学部）
［3］【共】京都教育大学（教育学研究科）他
［6］東洋英和女学院大学（人間科学部）
［7］東海大学短期大学部（児童教育学科）
［8］常磐会短期大学（幼児教育科）
［16］宮城教育大学（教育学研究科）
［18］富山大学（教育学研究科）
［19］岐阜大学（教育学研究科）
［20］滋賀大学（教育学研究科）
［21］香川大学（教育学研究科）
B
［12］信州大学（教育学部・教育学研究科）
［21］熊本大学（教育学研究科）
［31］立命館大学（文学部）
［33］神戸親和女子大学（発達教育学部）
［22］愛媛大学（教育学研究科）
［23］長崎大学（教育学研究科）
［24 ］日本女子大学（家政学研究科・文学研究科・人間社会研究科・理学
研究科）
C
［8］お茶の水女子大学（文教育学部・理学部・生活科学部・人間文化研
究科）
［26 ］早稲田大学（政治経済学部・法学部・第一文学部・第二文学部・教
育学部・商学部・理工学部・社会科学部・人間科学部・人間科学部
（通信教育課程）・スポーツ科学部・政治学研究科・経済学研究科・
法学研究科・文学研究科・商学研究科・理工学研究科・教育学研究
科・人間科学研究科・社会科学研究科・アジア太平洋研究科・国際
情報通信研究科）
［32］関西大学（外国語教育学研究科）
［10］神戸大学（文学部・文学研究科）
［11］奈良教育大学（教育学部・教育学研究科）
［14 ］明治大学（法学部・商学部・政治経済学部・文学部・理工学部・農学
部・経営学部・情報コミュニケーション学部・二部法学部・二部商
学部・二部政治経済学部・二部文学部・法学研究科・商学研究科・政
治経済学研究科・経営学研究科・文学研究科・理工学研究科・農学
研究科）
［15 ］早稲田大学（第一文学部・第二文学部・教育学部・文学研究科・教
育学研究科）
［17］筑波大学（教育研究科）
D
［9］横浜国立大学（教育人間科学部）
［16］奈良教育大学（教育学部・教育学研究科）
［18］島根大学（教育学部）
［23］盛岡大学（文学部）
［24 ］創価大学（経済学部・法学部・文学部・経営学部・教育学部・工学
部・経済学研究科・法学研究科・文学研究科・工学研究科（通信教育
部）：経済学部・法学部・教育学部）
［25］玉川大学（教育学部）
［27］岐阜聖徳学園大学（教育学部）
［28］常葉学園大学（教育学部）
［29 ］南山大学（人文学部・外国語学部・経済学部・経営学部・法学部・総
合政策学部・数理情報学部・文学研究科・経済学研究科・経営学研
究科・外国語学研究科・人間文化研究科・国際地域文化研究科・総
合政策研究科・法務研究科）
［30］佛教大学（教育学部・教育学研究科）
［34］別府大学短期大学部（専攻科初等教育専攻）
［4］埼玉大学（教育学部）
［5］愛知県立大学（文学部）
分類なし
［3］北海道教育大学（教育学部）
［20］山口大学（教育学部・教育学研究科）
［9 ］金沢大学（文学部・教育学部・法学部・経済学部・理学部・文学研究
科・教育学研究科・法学研究科・経済学研究科・人間社会環境研究
科・自然科学研究科）
［12 ］慶應義塾大学（文学部・経済学部・法学部・商学部・理工学部・総合
政策学部・環境情報学部・文学研究科・経済学研究科・法学研究科・
社会学研究科・商学研究科・理工学研究科・政策・メディア研究科）
［13］東京理科大学（理学部第一部・理学部第二部・理学研究科）
（筆者作成）
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合，学生は教育補助者の立ち位置で学校現場経験を積
むことになる．学校現場への学生参画を優先させるこ
とから「現場参画型プログラム」と位置付ける．
3 ．各種教員養成プログラムの特徴
新しい「実践的指導力」観として，佐久間は「学問・
学識，方法・技術，人間力」といった従来の枠組みに
「状況と対話する思考力，自分の実践を複眼的に省察
する力量」を加えた上で，今後の教員養成プログラム
への示唆として①一人の市民として人間や世界を理解
するための幅広い教養教育，②学問の本質に触れるた
めの専門教育，③教育や教職を相対化し理解するため
の専門教育，④それらを教師として生きる自分の思想
として統合し，具体的な自他の実践の事例に則して，
総合的な「指導力」を省察する専門家教育の 4点の必
要性を述べている18．これら提案を分析枠組みに，4
つの教員養成プログラムを特徴付けていきたい．
一つ目の「実践課題対応型プログラム」は，多種多
様な学校現場の課題そのものを大学・大学院の教員養
成目的に据えている点が最大の特徴である．それ故，
協力関係にある学校現場のニーズよって方向性が異な
る．具体的に，上越教育大学の取組み「マルチコラボ
レーションによる実践力の形成」では，11の実践課題
に対応するプログラムが構成された19．多岐に渡る実
践課題をアクションリサーチの手法を用いて他者との
協働により取組むことを特徴とする．他にも，宮城教
育大学による「課題解決オーダーメイド大学院プログ
ラム」，兵庫教育大学による「大学と教育現場の協働
的教師教育プログラム」等，教員養成大学によるプロ
グラムの多くは同様の理念で実施される傾向にある．
上記③④の教育を主軸にし，特に④を志向する本プ
ログラムでは，教科と教職両方のバランスの取れた専
門性と，実践事例・課題を「協働」によって省察する
力量が育まれる．実施条件として，学校現場が抱えて
いる課題とニーズを汲み取ることができるだけの量・
質ともに豊富な専攻数と大学教員の存在が極めて重要
であるとともに，実際に課題解決に向けて活動可能な
大学院生を確保・育成できていることも，学校現場と
の連携にもとづく実践には欠かせない．このような条
件を整備する基盤を有する大学が教員養成大学であ
る．教科・教職に関わらず，「教育」分野での専門領
域が異なる専攻・大学教員が充実している教員養成大
学は，学校現場や教育委員会との関係性が構築されて
いると同時に現職院生が豊富に在籍していることもあ
り，アクションリサーチの手法を用いて学校現場の実
践課題に対応するためのプログラムを実施しやすい環
境にあるといえる．
二つ目の「限定的資質養成型プログラム」は，特化
した教育課題に対して様々な観点からアプローチを試
み，多様な視点で問題解決を行うことができる教員を
養成するプログラムである．日本女子大学の「子供の
安全確保のための大学院教育の構築―学校安全主任
（生活安全コーディネイター）養成のための大学院教
育プログラム開発―」，熊本大学の「不登校の改善・
解決に資する教育力の育成―大学院教育における系統
的カリキュラムの創出と試行実践―」等の取組みが該
当する．熊本大学の取組みを例にとると，「不登校」
という現代的な教育課題に対応できる教員を育成する
ために，心理学，医学，美術，体育，技術等の観点か
ら専門理論を学び実地研修を行うプログラムを採用し
ている20．
特化した教員養成目的に応じて上記②③の教育を展
開し得る本プログラムは，④における専門家教育とは
似て非なる「専門家」の養成を行っているといえる．
④では教育実践の多元性に対応するために「活動過程
における省察」を重視するが，本プログラムでは多様
な教育実践からひとつの課題を抽出し，それに対応で
きる専門性をパッケージとして提供することに特徴が
ある．「実践的指導力」を狭義に捉え，課題直結の専
門性を有するスペシャリストとしての教員養成を志向
するが故に，その専門性をどのように担保するかとい
う点に大学の特徴が反映されやすい．現代的な教育課
題は既存の学問体系では容易に解決できない複雑性を
孕んでおり，教職課程の枠組みだけでは十分に専門性
を高めることは困難である．教育学以外の専門性も含
みこんで構築される「限定的資質養成型プログラム」
は，今後の教員養成において各大学の独自性を示すこ
とが可能な形態として位置付けられよう．
三つ目の「教科重視型プログラム」については，も
ともと教科に関連する学問領域に強みを持つ大学に見
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られる在り方で，その研究領域と教員養成プログラム
を結び付ける点に特徴を持つ．具体的に早稲田大学の
「言葉の力を創生する教員養成プログラム―世界へひ
らく国語教育のために―」は，国語科教員を志望する
意欲的な学生を対象に「国語科インテンシブコース」
を開設するという取組みで，「国語」に関わる様々な
研究者を「国語科教育相談窓口」スタッフとするなど，
アカデミックリソースを活用したものになってい
る21．他にも，神戸大学の「地域文化を担う地歴科高
校教員の養成―我が国の人文科学分野の振興に資する
国立大学と公立高校の連携プロジェクト―」，お茶の
水女子大学の「科学コミュニケーション能力を持つ教
員養成」，加えて大学院における実践ではあるが，関
西大学の「学びのネットワーキングと英語教員養成―
現職教員・大学院生・地域の学校を巻き込んだ「連環
型」教員養成プログラムの展開―」等の取組みが該当
する．
本プログラムは，上記③の要素を考慮しつつ②を核
に据えた教育を展開する．これは学生が専門としてい
る各種学問分野の専門性を教員として必要な資質能力
に結び付け，それを教科に特化した「実践的指導力」
に再構成しようとする試みである．この形態を成立さ
せるためには，課程認定を受けている学部・学科に所
属する教員の意識改革が前提に挙げられるだろう．そ
れは教育学を専門としない教員を含めて学部・学科全
体で教員養成を推進しようとする教育風土の形成をい
かに促せるかという教職課程運営における難題への挑
戦でもある．
四つ目は，「現場参画型プログラム」である．最大
の特徴は，学生に学校現場体験の機会を提供すること
で，「実践課題対応型プログラム」に見られる学校現
場の抱える教育課題解決に向けた取組みというよりか
は，学校ボランティアやチューターのような形で，恒
常的に学校現場と学生が関わり続けるという活動に重
きを置いている．学校現場との関わりが教育実習に限
られていた従来の教員養成カリキュラムは，「子ども」
不在の教員養成として批判にさらされてきたが．この
ような現状を打破すべく，学校現場とのつながりを構
築しようとした点に本プログラムの特徴を見いだせ
る．具体的には，学部の早い段階から教育現場体験を
積み重ねることを特徴とした常葉学園大学の「継続的・
相関的・集中的児童理解プログラム―教育現場体験を
重視した教員養成へのアプローチ―22」や，創価大学
による「学校現場との連携による教職キャリア形成―
地域教育委員会・学校，附属校との協働による教員養
成プロジェクト―」，玉川大学の「実践的指導力を育
てる体験学習プロジェクト―地域連携プログラムの検
証と研究―」，岐阜聖徳学園大学による「地域と密着
した体験型教員養成プロジェクト―実践的指導力を育
成するクリスタル・プラン―」等が挙げられる．
これは，上記の枠組みのいずれかに当てはめるのが
困難な取組みであるが，①③④の基礎として位置付け
ることが可能である．学校現場体験や子ども理解の深
化によって育まれる教師としての使命感や教育的愛情
は，「実践的指導力の基礎」の前提となる資質といえる．
学部教育と大学院教育の 6年一貫カリキュラムを検討
した場合，学部段階の 4年間で教員としての意識的・
技術的基盤を形成するために推奨され得る形態であろ
う．
4 ．「教員養成GP」プログラムが示唆する教
員養成カリキュラムの多様化の萌芽
「教員養成GP」を契機に，教員養成大学はこれまで
の教員養成実績と，それに付随する学校現場や教育委
員会との協力関係，現場教員とのネットワーク等のリ
ソースを活かし，教員養成カリキュラムの「ソフト」
の開発・定着に注力したといえる．既存の教員組織に
代表される豊かな人的環境と，量・質ともに新たなカ
リキュラム実践に対応可能な学生の存在が，「教員養
成GP」の目的である教育内容・教育方法の開発とカ
リキュラム実践に大きな影響を与えたことは言うまで
もない．結果，教員養成大学（とりわけ大学院段階）
における「教員養成GP」の取組みは「実践課題対応
型プログラム」志向となった．
この状況には，教職大学院における教員養成カリ
キュラムモデル先行実施の意味合いが強く反映されて
いる．「教員養成GP」開始後の2006年7月に出された
中教審答申「今後の教員養成・免許制度の在り方につ
いて」の「教職大学院におけるカリキュラムイメージ
について（第二次試案）」では，教職大学院の在り方
─  177  ─
として望ましいとされるカリキュラムが提案されてい
る．それは，学校現場での実習を中心に構成すること
を前提とし，実習項目として，①教育課程の編成及び
教科等指導領域，②学級経営・学校経営領域，③生徒
指導・進路指導領域，④その他の 4点を示したもので
あった．さらに，学生の履修課題，実習校の種類・規
模・地域等の実態などにより実習計画を柔軟に策定さ
れることが望ましいとされた．加えて，「教職大学院
における実習においては，指導教員の指導・助言の下，
特定の問題・課題の解決策を立案し，それを実地に検
証することを通じて，主体的に教育計画の立案とその
実施，学校運営に関わる活動など幅広く学校教育活動
に参画し，実習校の責任ある当事者の一員として参加
できるようにする必要がある．このため，当該大学院
生の行う実習としての業務を校務分掌や年間計画に組
み込むことなど具体的な在り方を含め，教職大学院と
実習校との間で十分な実習計画を立てることが必要で
ある」と提言された．具体的な実践研究の展開イメー
ジとしても「Research‐Plan‐Do‐Check‐Action
‐Product」を掲げ，アクションリサーチの手法を推
奨している．教員養成大学が「教員養成GP」で構築
した「実践課題対応型プログラム」には，①学校現場
における実習中心の構成，②学校現場の課題に対する
柔軟性，③学校現場への責任ある参画，④アクション
リサーチにもとづく研究の要素が認められることから
も，内容・方法ともに教職大学院のカリキュラムモデ
ルとほぼ合致するものであったといえる．
一方，幼稚園・小学校教員養成課程を有する私立大
学を除いた一般・私立大学の取組みに特化して分析す
ると，①高校教員養成へのニーズ，②教職課程運営改
善のためのシステム構築の 2点がキーワードとして導
き出せる．①に関して，2006年度「教員養成GP」の
高等学校区分の採択数 7件中 6件が一般・私立大学に
よるプログラムであったことからも，一般・私立大学
に対しては高校教員養成への期待が前提にあるといえ
る．そこで展開された取組みが「教科重視型プログラ
ム」であることも，高校教員の教科力重視の方針を裏
付けている．ここでいう「教科力」は，教育学部以外
での学部・学科で培われるアカデミックな専門性を多
分に含みこんでいる．主に教育学部を持たない一般・
私立大学において，課程認定を受けた学部・学科に対
応可能な「教科重視型プログラム」は，開放制教員養
成原則の下で普及し易い教員養成カリキュラムモデル
と考えられる．
加えて②に関して，前出の中教審答申（2006）の「教
職課程の質的水準向上」の中で，教職課程運営の改善
を指摘している．特に，学部段階の教職課程が教員と
して必要な資質能力を確実に身に付けさせるものとし
て機能するためには，大学自身が教職課程改善・充実
に向けて主体的に取組むことが重要であるとした．と
りわけ一般・私立大学においては，教養審第一次答申
等（1997）で提言された「教員養成カリキュラム委員
会」の充実が徹底し切れていない状況もある23．この
ような課題への一方策として，「教員養成GP」におけ
る教職課程運営改善に向けたシステム構築の取組みを
位置付けることができる．これは表 1の「分類なし」
に該当する 5件の取組みのことである．具体的に，東
京理科大学は「理数教員養成におけるSTCプログラ
ム開発―教職課程における優れた理数教員養成のため
のキャリア援助システム―」をきっかけに，教職課程
支援室を独立組織へと改組した．また慶應義塾大学の
「理想の教師への航海日誌＜教職ログブック＞―教職
適性のプロセス参加型アセスメント―」では，既存の
教職課程センターの機能をさらに強化するために，電
子ツールである教職ログブックの開発に取り組んでい
る．これらの動きは，特色ある教員養成カリキュラム
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は，開放制教員養成原則の下で普及し易い教員養成カリ
キュラムモデルと考えられる． 
加えて②に関して，前出の中教審答申（2006）の「教
職課程の質的水準向上」の中で，教職課程運営の改善を
指摘している．特に，学部段階の教職課程が教員として
必要な資質能力を確実に身に付けさせるものとして機能
するためには，大学自身が教職課程改善・充実に向けて
主体的に取組むことが重要であるとした．とりわけ一
般・私立大学においては，教養審第一次答申等（1997）
で提言された「教員養成カリキュラム委員会」の充実が
徹底し切れていない状況もある２３．このような課題への
一方策として，「教員養成 GP」における教職課程運営改
善に向けたシステム構築の取組みを位置付けることがで
きる．これは表１の「分類なし」に該当する 5 件の取組
みのことである．具体的に，東京理科大学は「理数教員
養成における STC プログラム開発―教職課程における
優れた理数教員養成のためのキャリア援助システム―」
をきっかけに，教職課程支援室を独立組織へと改組した．
また慶應義塾大学の「理想の教師への航海日誌＜教職ロ
グブック＞―教職適性のプロセス参加型アセスメント―」
では，既存の教職課程センターの機能をさらに強化する
ために，電子ツールである教職ログブックの開発に取り
組んでいる．これらの動きは，特色ある教員養成カリキ
ュラムを実施する上で必要な「教職課程充実のためのイ
ンフラ整備」として位置付けることができるだろう． 
以上より，「実践的指導力」を重視する4つの教員養成 
プログラムと設置形態を組み合わせて，教員養成カリキ
ュラム多様化の可能性を示した動向指標を作成した（図
２）． 
実線矢印は，「教員養成GP」関連の分析から導かれた 
各種大学が志向する教員養成の在り方に最も近いプログ
ラムを示している．一方点線矢印は，実線矢印のプログ
ラムと親和性の強いプログラムであり，今後の実践可能
性が考えられる．教員養成大学の学部段階は将来的には
「実践課題対応型プログラム」を志向しつつも，大学院
段階（主に教職大学院）での取組みに向けた基盤固めと
しての「現場参画型プログラム」の充実を図る段階にあ
る．対して，一般・私立大学は基本的には「教科重視型
プログラム」で進めながらも，小学校教員養成課程を担
い，地域の学校現場や付属校との関係性に強みを有する
大学は「現場参画型プログラム」に進む傾向にある．高
校教員養成が中心の場合は学内のアカデミックリソース
を活用することも視野に，「限定的資質養成型プログラム」
で教科力も含みこんだ独自性を追求する方向に発展する
可能性も考えられる． 
 
結び 
本稿で論じてきたように，競争的資金政策の一環であ
る「教員養成GP」は「実践的指導力」育成に向けた教員
養成プログラム構築の動きを促進させた．同時に，諸大
学における教員養成の構造の違いを明示的にした取組み
でもあった．具体的に分類した 4 つの教員養成プログラ
ムからは，「実践的指導力」の解釈の多義性とともに，開
放制教員養成原則にもとづく多様な教員養成カリキュラ
ムの在り方を垣間見ることができる．それは，学校現場
への責任ある参画を前提とするカリキュラムから，免許
制度・教科の枠以外の専門性を育むカリキュラム，そし
て既存の教科力強化を図るカリキュラムに至るまで，「実
践的指導力」の育成を具現化する方策には，設置形態別
に有するリソースが多分に影響していることを示してい
る． 
一方で，「教員養成 GP」には「教師教育の改善をある
方向に導こうとする政治的な装置としての性格２４」が含
まれていることも看過できない．「教員養成 GP」の背景
には「教職大学院」設立の構想や課程認定引き締めの方
図 2　教員養成カリキュラム多様化の可能性
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を実施する上で必要な「教職課程充実のためのインフ
ラ整備」として位置付けることができるだろう．
以上より，「実践的指導力」を重視する 4つの教員
養成プログラムと設置形態を組み合わせて，教員養成
カリキュラム多様化の可能性を示した動向指標を作成
した（図 2）．
実線矢印は，「教員養成GP」関連の分析から導かれ
た各種大学が志向する教員養成の在り方に最も近いプ
ログラムを示している．一方点線矢印は，実線矢印の
プログラムと親和性の強いプログラムであり，今後の
実践可能性が考えられる．教員養成大学の学部段階は
将来的には「実践課題対応型プログラム」を志向しつ
つも，大学院段階（主に教職大学院）での取組みに向
けた基盤固めとしての「現場参画型プログラム」の充
実を図る段階にある．対して，一般・私立大学は基本
的には「教科重視型プログラム」で進めながらも，小
学校教員養成課程を担い，地域の学校現場や付属校と
の関係性に強みを有する大学は「現場参画型プログラ
ム」に進む傾向にある．高校教員養成が中心の場合は
学内のアカデミックリソースを活用することも視野
に，「限定的資質養成型プログラム」で教科力も含み
こんだ独自性を追求する方向に発展する可能性も考え
られる．
結び
本稿で論じてきたように，競争的資金政策の一環で
ある「教員養成GP」は「実践的指導力」育成に向け
た教員養成プログラム構築の動きを促進させた．同時
に，諸大学における教員養成の構造の違いを明示的に
した取組みでもあった．具体的に分類した 4つの教員
養成プログラムからは，「実践的指導力」の解釈の多
義性とともに，開放制教員養成原則にもとづく多様な
教員養成カリキュラムの在り方を垣間見ることができ
る．それは，学校現場への責任ある参画を前提とする
カリキュラムから，免許制度・教科の枠以外の専門性
を育むカリキュラム，そして既存の教科力強化を図る
カリキュラムに至るまで，「実践的指導力」の育成を
具現化する方策には，設置形態別に有するリソースが
多分に影響していることを示している．
一方で，「教員養成GP」には「教師教育の改善をあ
る方向に導こうとする政治的な装置としての性格24」
が含まれていることも看過できない．「教員養成GP」
の背景には「教職大学院」設立の構想や課程認定引き
締めの方向性等，政策的な意図を汲み取ることが可能
であり，その意味では，政策誘導的なプログラムであっ
たと解釈するのが適当であろう．
しかしながら，教員資質の「水準向上」に向けた先
進的取組み創出の機会として，「教員養成GP」の意義
をカリキュラム研究の側面から捉え直すことは必要で
ある．例えきっかけが政策的なインセンティブであっ
たとしても，長年に渡り教員養成段階に求め続けられ
てきた「実践的指導力」の育成カリキュラムの萌芽と
して，「教員養成GP」で展開された諸大学の取組みは
一定の評価に値するものであろう．他方，競争的資金
政策では資金的援助が一過性なこともあり，これを機
会に芽吹いた実践の継承・発展までを継続的に支援で
きない点が問題として挙げられている．その後の実践
可能性については，大学の自助努力に任されているが
故に，「教員養成GP」後の諸大学の教員養成カリキュ
ラム動向を追跡的に検証することを今後の課題としな
ければならない．
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